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Ⅴ　調査と先行研究

アジア経済研究所では2005年度「新興工業国における雇用と社会政策」という研究会を組

織した。同研究会では，新興工業国における1980年以降の雇用状況および雇用関係の変容の

実態と，同時期に行われた社会保障改革およびその議論の実態を明らかにし，両者の関係がど

のようなもので，どのような調整がなされたかを分析し，またそうした調整の要因を解明する

ことを最終的な目的としている。本連載は，このような研究会の目的を達成するために，分析

対象国の雇用および社会保障に関連した諸事項を資料として提示するものである。分析対象国

は，トルコ，南アフリカ，中国，韓国，台湾およびアルゼンチンである。本連載で資料として

掲載する項目は，統計事情，雇用と労働市場の状況，労働組合と企業家団体の状況，コーポラ

ティズム的枠組みが存在する場合におけるその構成と機能，雇用・労働関係の法的枠組み，雇

用改革と社会保障制度の関係，雇用と社会保障改革に関する先行研究を取り上げた。
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Ⅰ　雇用・労働市場

韓国が経済成長に乗り出した1960年代は，

農村に相当数の潜在失業者（相対的過剰人口）

がいたが，輸出向け労働集約産業の雇用吸収力

が高かったことから，都市・工業部門に吸収さ

れ，渡辺（1982），裵（1983）などによって，

1970年代半ばにルイス・モデルの「転換点」

がみられると検証されている。そのため1970

年代後半には，「零細民」（労働能力があるため

生活保護対象ではないが生活保護基準以下の低所

得層）の総数は激減するが，地域分布では農村

から都市にシフトし，フォーマル部門労働市場

の二重構造（例えば技術職－生産職など）が深化

した。しかし，被雇用者統計をみると，長期安

定雇用とみられる「常用」（定義は後述）が

1965年41.7パーセント，75年53.7パーセント，

85年62.8パーセントとなり，他方，不安定雇

用である「臨時」，「日雇い」の合計が各50.3パ

ーセント，46.3パーセント，37.2パーセントへ

と急速に減少した。高学歴化なども勘案すると，

1980年代において，労働統計にも捕捉されな

いインフォーマル部門が大量に温存されていた
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とは考え難い。巷間，ソウル五輪（1988）直前

から始まる「板
パンジャジプ

子家」（バラック小屋）の撤去は，

都市インフォーマル部門消滅の象徴ともされた。

産業別就業構造の変化も著しく，農林漁業は

1963年63.0パーセントから70年50.4パーセン

トに減少しその後も低落の一途をたどり，現在

（2004年，以下同じ）わずか8.0パーセントである。

製造業は1967年に10パーセント，76年に20パ

ーセントを超えたが，89年27.8パーセントか

ら減少し始め，現在19.0パーセントである。そ

してサービス産業は1985年に50パーセントを

超えてなお増加が続き，現在72.8パーセントに

達している。

職種別（表１）でも，サービス・販売（25.2

パーセント）が，技能員等（10.9パーセント）と

装置・機械操作組立（10.8パーセント）の合計

を上回っていることがわかる。サービス化の要

因のひとつには，サービス・販売などに女性労

働の新規流入がみられることと，もうひとつに

は製造業のとくに技能工などブルーカラー職の

雇用吸収力の低下が指摘されている［チョンほ

か 2005］。

こうした長期的トレンドのなかで発生した

IMF通貨危機は，その後の労働市場に劇的な

変化をもたらした。

第１に，企業倒産や整理解雇などによる非自

発的失業と不安定雇用が勤労者家計を直撃した

ことである。かつて労働集約的製造業に依存し

た時代も，確かに終身雇用が定着せず［安 

1982］，製造業を中心に労働市場の流動性こそ

高かかったものの，輸出産業を中心に雇用吸収

力は概して高く，「青年失業」や中高年男性の

早期退職といった雇用不安は，皮肉にも先進国

化時代の1990年代末になって初めて経験する

ことである。

第２に，雇用不安は，若年層の高失業と非正

規労働の増加となって現われたが，特に非正規

労働は，過半が派遣であるのは日本と同じだが，

30～40代の男性が多い点が日本と異なってい

る［横田 2003；呉 2006 mimeo］。

非正規労働について敷衍しておくと，労働部・

経済活動人口調査における被雇用者の「従事上

の地位」は，「常用」，「臨時」，「日雇い」に分

けられている。それぞれの定義は，常用とは「特

別な雇用契約がなく期間が定められておらず継

（出所）統計庁（2003年版）。
（注）（1）職業分類は2000年に 10種に改編されたが，ここでは簡略化のため，「議員等」と「専門家」，「サービ

ス」と「販売」をひとつにまとめた。
　　　（2）「計」欄の％は職種構成比，「女」欄の％は各項目の女性比率。

計
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表１　就業者の職種別・性別構成
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続して正規職員として働き賞与，手当て，及び

退職金等の給付を受ける者，又は雇用契約期間

が１年以上の者」，臨時は「雇用契約期間が１

カ月以上１年未満の者，又は一定の事業完了の

必要性から雇用される者」，そして日雇とは「雇

用契約期間が１カ月未満の者，又は一定した事

業場がなく流動して働いて対価を受ける者」で

ある［労働部c 2005年版, 565］。

『労働統計年鑑』では，常用と臨時をまとめて，

日雇いだけを区別して示すこともあり，そもそ

もこの従事上の地位は，派遣会社を介する間接

雇用形態などを想定していないため，常用＝正

規，臨時・日雇い＝非正規というようにも対応

しない。労働部は，労使政委員会（1998年１月，

労使関係改革のために設置）の2002年７月にお

ける合意に基づいて，非正規労働を，「限時的」，

「限時的・期間制」，「非典型」の３形態として

いる（注１）。「限時的」は，雇用期間の定めはな

いが非自発的要因から継続雇用が期待されない

契約社員（間接雇用）のようなケース，「限時的・

期間制」は雇用契約期間が定められている者（直

接雇用もありうる），そして「非典型」は派遣な

ど（間接雇用）である。

表２は労働部の，非正規労働規模をめぐる労

働界との見解の相違を示す2005年調査結果で，

「常用」が53.0パーセント，「臨時」「日雇い」

の合計47.0パーセントと，1985年（先述）の

それぞれ62.8パーセント，37.2パーセントから

逆転した。これは，1985年時点にはみられな

かった、正規だが臨時・日雇いという雇用形態

（Ｃ欄）が20.5パーセントにも達したからである。

労働界はＣ欄を含めて非正規職が57.1パーセン

トに達するとするのに対して，政府はC欄の労

働者が雇用不安定な「脆弱労働者」であるとは

認めつつも，非正規職には含めないとしている。

「臨時」，「日雇い」に多数の正規職が含まれる

結果，常用と伯仲するという現象は，労働市場

の規制緩和による新たなインフォーマル就業の

出現を背景としている。その問題点は，繰り返

しになるが，常用かどうかよりも，非正規労働

が，政府の定義によっても2001年 363万 5000

人（26.8 パーセント）から2005 年には548 万

3000人（36.6パーセント）と約200万人（10ポイ

ント）も増加したことにある（注２）。

こうした非正規労働の増加によって，組織労

働者と非組織労働者の対立や，企業別とは異な

る地域，性別，職種別といった労組の組織形態

の多様化［ムン・イ 2004］がみられるようにな

った。また，雇用－被雇用の枠組みに納まらな

い労働形態も徐々に広がって，「勤労者」の概

（出所）労働部d. 

従事別地位

常用職

臨時職

日雇職

計

2001年８月

非正規職 正規職

D：6,414；42.9％

C：3,073；20.5％

　　9,786；63.4％

　　9,905；73.2％

計

7,926；　53.0％

7,034；　47.0％

14,968；100.0％

限時・期間制限時的 非典型

表２　経済活動人口調査付加調査の雇用形態別分類（2005年８月調査）

A　：　　1,512　　；　10.1％

B　：　　3,970　　；　26.5％

5,483　　；　36.6％

3,635　　；　26.8％

単位：1,000人
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念の変遷と再考を指摘する向きもある［キム／

パク 2004］。

ともあれ政府は2006年度予算案で，52万人

の雇用創出に１兆5000億ウォンを充当すると

している。雇用数が多いものとしては，高齢者

６万人（１人当たり20万ウォン／月，最長７カ月），

基礎生活保障受給者と「次上位階層」（注３）の自

活勤労者８万人（同２万～３万1000ウォン，同

１年），青少年職場体験（同30万ウォン／月，同

６カ月），青少年雇用促進奨励（同60万ウォン／

月，同６カ月）などで，支援単価の高いものと

して，2000人の海外就業支援（教育費に同400

万ウォン，インターン滞在費に同500万ウォン，同

６カ月）である。

Ⅱ　労働組合・企業家団体の状況

韓国の労働組合の組織化率は図１にあるよう

に，1977/78年と88/89年の２度，急上昇がみ

られたが，25パーセントを超えたことは１度

もなく，現在，15パーセントを切っている。

また組合員総数も，長期トレンドとしては上昇

（出所）労働部b（各年版），労働部c（各年版）より作成。

図１　労働者組織状況，失業率およびＧＤＰ成長率

40.0

35.0

30.0

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0
年

－5.0

－10.0

％

19
65

19
65

19
71

19
87
4
19
77

19
80

19
83

19
86

19
89

19
92

19
95

19
98

20
01

20
04

女性組合員比率％

組織率Ａ（対，正規雇用）％

組織率Ｂ（対，全賃金労働者）％

労働組合員数（10万人）

GDP成長率％

失業率％



36

連載資料　第３回　韓　国

傾向にあるものの，1989年193万人をピークに

現在150万人前後にとどまっている。女性組合

員比率は，1986年37パーセントまで上昇したが，

その後，ここ10年ほどは20パーセント前後で

浮動している。

韓国最大の労働組合のナショナルセンター

（韓国語では労総）である韓国労働組合総連盟（韓

国労総，1961年設立）は，その前身の大韓労総

時代から与党・自由党の事実上の支部機関であ

ったが，朴政権時代も政府寄り，御用組合と批

判されてきた。そのため，1970年代を通じて

賃金・労働時間・解雇などの労働条件の改善を

目指す非合法労働争議が，大韓労総に属さない，

時には公認されていない中小規模労組で頻発し

た。

特に衝撃的な事件は，清渓被服工場労働者・

全泰壱氏のソウル平和市場での焼身自殺（1970

年）（注４），朴大統領射殺の遠因ともいうべきＹ

Ｈ貿易女子労働者の新民党本部への篭城（79年）

などである。こうした自発的・突発的労働争議

を支援したのが，在野労働シンパともいうべき

基督教都市産業宣教会，高麗大学労働問題研究

所，労働夜学などであった。1980年代には，

大学生・大卒者などが労働運動を支援するため

に経歴などを詐称して工場労働者となる「偽装

就業」が社会問題化したため，政府は第三者介

入禁止で応酬した。

反韓国労総をひとつの共通項とする在野労働

シンパの水脈は，紆余曲折を経て1995年，民

主労働組合総連盟（民主労総）に結集した。結

成直後から急速に勢力を伸ばし，1997年の労

働組合法改正（第２組合が公認）により同年11

月に合法化され，2003年には傘下1332組合（総

数の21.3パーセント）に実に66万人（労組員総数

155万人の44パーセント）と，韓国労総の3951

組合（63.1パーセント），78万人（52パーセント）

に肉薄した（注５）。さらに2005年末現在，労組員

総数が150万人に減少し（組織率10.3パーセント：

前年より0.3ポイント低下），民主労総64万人（42.7

パーセント），韓国労総77万人（51.1パーセント）

となった［労働部d］。その後，2006年１月末の

公務員労組（加入可能は29万人）の合法化（注６）で，

比較的穏健な公務員労働組合総連盟（推定５万

人）は韓国労総傘下に入ったが，全国公務員労

組（14万人）が民主労総に加盟し2006年８月現

在77万人を超え，僅差で韓国労総は結成45年で，

組合員数ベースで第２ナショナルセンターへの

転落の危機にある。

他方，労働争議件数は1997年78件から2004

年462件に年々増加したが，表３のように，こ

の間の約2000件のうち約1600件（８割）が「闘

う労組」の定評通り民主労総に集中している。

（出所）労働部b（2005年版，395-396）。
（注）「その他」は，上部未加盟と労組なしの合計。
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表３　労働争議状況
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そのため，イ／チョ／イ（2005）によると，昨

今の争議は，その単位こそ事業場などに限定さ

れる傾向にあるが，争点は政治化する傾向を見

せている。

このように対決姿勢を強くする民主労総は，

労使政委員会にも当初は代表を送っていたが，

政府が教員・公務員の労働組合合法化を認めな

いことに反発して委員を辞任した。その後

2005年１月，かねて労使政委員会の機能を強

化して「社会的交渉機構」への改編案が浮上す

るなかで６年ぶりの復帰が期待されたが，強硬

派の抵抗で果たせず現在に至るまで参加してい

ない（韓国労総は辞任－復帰を繰り返している）。

民主労総も含めた労働界は，2004年秋にも，

朴スンオク・民主化運動記念会研究員の「労働

界は『王子病』にかかっている」という批判に

さらされたが，目下，労働史上最大の危機に瀕

している［『朝鮮日報』2005年６月１日］（注７）。ま

ず2005年１月に韓国労総30余人，民主労総14

名のいずれも幹部が就業斡旋収賄で拘束され

（実刑宣告），続く５月にも韓国労総の前委員長

ら２件，民主労総１件，さらに10月には民主

労総の主席副委員長によるリベート授受や収賄

事件が起こった。中には金額が億単位にも達し

ているものもある。

韓国労総が政府の御用労組と言われていた頃

から，その幹部は「労働貴族」と批判されてき

たが，2005年の大型不祥事は民主労総でも発

生したため，その衝撃と失望はいっそう大きい。

また過去５年間，施設建設や賃貸費の名目で，

韓国労総は473億ウォン，民主労総は30億ウォ

ンの国庫支援を受けていただけに（注８），批判も

強い。複数労組合法化による「共倒れ」を懸念

して，同年９月に，双方の委員長主導で2006

年2月統合案が出されていたが，現場労組の反

発も根強い上に，10月の民主労総委員長の引

責辞任で，「労働界の一極化・中央集権化ジレ

ンマ」（注９）の表出は先送りされた。

今後，労働界のこうした状況で政界図も大き

く変わってくるが，遡って2000年１月に，「労

働者民衆の政治勢力化」を３大課題のひとつと

する民主労働党が党員9000余人で結成された

ことも，韓国労働史上に残る出来事である。創

党宣言文に「民主，平等，解放の新しい世の中

を目指し，民衆の熱望をこめて民主労働党を創

党する。……2000年を，腐敗と地域主義に汚

された後進的政治清算元年とし……国際投機資

本の攻撃とアメリカの軍事覇権主義に反対し

……」と謳い，綱領でも「資本主義の矛盾を克

服して民主的経済体制樹立」のために財閥解体

を明言するなど，急進的立場を鮮明にしている。

「労働を通じた自己実現」として，働く権利の

保障，女性の社会的労働権保障，週35時間労

働の実現，そして労働階級の政治勢力化の完遂

を掲げている。

同党は2004年の国会選挙（299議席：地方243，

比例代表56）で，初めてそれも一気に10議席を

獲得した。2006年５月現在，法案提出権をも

つ「交渉団体」（議員20人以上）は与党ウリ党（民

主党から分裂）146，ハンナラ党125のみで，い

ずれも過半数を制していないため，民主労働党

（現在９）は民主党10と並んで，一定の政治力

をもちうる構図となった。しかし，10月末，

日本でも報じられたように，386世代の同党幹

部２人が北朝鮮のスパイ容疑で逮捕され，首謀

者のアメリカ市民権をもつ在米コリアンは容疑

を認めたのに対して同党幹部２人は容疑を否認

しているとはいえ，今後の展開次第で同党への
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支持に影響する可能性もあろう。

他方，使用者団体として，労使政委員会に代

表を出している全国経済人連合会と韓国経営者

総協会のほか，大韓商工会議所，韓国貿易協会，

中小企業協同組合中央会の主要５団体がある。

経営者総協会を除いて主要４団体とされること

もあるが，1993年にこれら５団体が，国家競

争力強化民間委員会を結成して以来，主要５団

体とされることが常となっている。本稿に関わ

りの深い冒頭２団体について簡単に紹介してお

く（注10）。

まず最大組織は，大企業の一般会員355社（う

ち製造業190社）など421企業・団体を擁する全

国経済人連合会（全経連）で，1961年創設以来，

朴大統領時代（1962～79年）の輸出指向工業化

政策に積極的に協力・連携してきた。尹能善ほ

か（1986）を所収する1000ページを超える網羅

的な政策報告書を刊行するなど，研究活動も活

発で，1997年には傘下に「自由企業院」とい

う研究所を設立し，市場経済制度維持のための

研究，出版，講演等を通じて，参与連帯などの

左派・進歩派批判の急先鋒に立っている。国際

的には，日本経済団体連合会と共同で日韓財経

委員会を設置するなど，各国の主要経済団体と

連携している。

次に，労使関係にもっとも関わりが深い韓国

経営者総協会（経総）は，1970年に韓国経営者

連合会として発足し，74年，国際使用者機構

（IOE）に加盟し，81年に現名称に変更された。

同会の目的は，「使用者への労働関係の調整，

支援と提携を通じて，労使間の理解増進，共助

体系の確立と企業経営の合理化，ひいては健全

な労働運動を助成することにより，産業平和と

国民経済の発展を円滑化すること」（定款，第

２条）としている。設立直後に「生産性向上と

労使協力に関する建議文」を出したり，1982

年には民間初の「雇用サービスセンター」（人

材バンク）を設置したほか，ILO加盟以前から

オブザーバー参加し，加盟直前の90年から組

合専従者のノーワーク・ノーペイ原則を提唱し，

96年には労使関係改革推進対策委員会を設置

して，97年の労働法改正やその際の労働争議

への特別対策案を提起するなど，融和的労使関

係を目指す政府と使用者側の代表的地位を得て

いる。

民主労総が誕生し合法化されるまで，反共を

国是として左派労働運動は厳しい弾圧のなかで

非合法労働争議を展開したため，経営者総協会

を始めとする使用者団体はもとより，政府シン

クタンクもまた穏健な労働組合との労使協調を

先進国化のための課題としてきた。その代表的

事例が，労使協議会の強制設置であることは後

述する。

Ⅲ　労働法・雇用制度の変化

韓国の制憲（建国）憲法（大韓民国憲法のこと。

1948年７月17日公布）「第２章　国民の権利と

義務」で，労働を国民の権利かつ義務として，

次のような条文がおかれた。

第17条①　すべて国民は労働の権利と義務

を有する。

② 　勤労条件の基準は法律によって定める。

③ 　女子と少年の勤労は特別な保護を受

ける。

第18条①　勤労者の団結，団体交渉と団体

行動の自由は法律の範囲内で保障される。

②　営利を目的とする私企業において，勤
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労者は法律の定めるところにより利益分配

に均霑すべき権利がある。

その後，1962年，72年，80年に，おもに表

４のような条文改正がなされた（修飾字句など

の細部改訂は割愛した）。

1972年維新憲法の団体行動権制限は「開発

独裁」を象徴しているが，さらに具体的には，「国

家保衛に関する臨時措置法」（1971年12月～80

年11月廃止）の第９条（団体交渉権などの規制）

第１項では，「非常事態下で，勤労者の団体交

渉権又は団体行動権の行使は，事前に主務官庁

に調停を申し込み，その決定に従わなければな

らない」とあるように，この間，事実上，団体

交渉・団体行動は非合法化されたといってよい。

また，「輸出自由地域設置法」第18条で「輸出

自由地域の企業を公益事業とみなす」とされた

ほか，「外国人投資企業の労働組合及び労働争

議調整に関する臨時措置法」（1970年制定，86

年廃止）において，外資企業には国内・民間企

業以上に厳しい労働統制がなされていた。

1987年６月「民主化特別宣言」後の労働大

争議さなかの第９次改憲（同年10月）では，次

のように，労働統制緩和と経済的弱者保護への

転換の兆しがみられた（下線部３箇所が直前80

年憲法との相違点）。

第32条①　すべて国民は勤労の権利を有す

る。国家は社会的・経済的方法で勤労者の

雇用の増進に努力しなければならず，法律

が定めるところにより，最低賃金制を施行

しなければならない。

②　すべて国民は勤労の義務を負う。国家

は勤労の義務の内容と条件を民主主義的原

則に従って法律で定める。

③　勤労条件の基準は人間の尊厳性
ママ

を保障

（出所）小林・李・金（1990，24-25）。
（注）「　」内は原文の翻訳。下線部が改正箇所。

表４　韓国憲法の労働関係規定

1962年12月 第28条①国民の勤労の権利。「国家は経済的・
社会的方法で勤労者の雇用増進に努力しなけ
ればならない」，を追記。②国民の勤労の義務。
「国家は勤労の義務の内容と条件を民主主義的
原則に従って法律で定める」，を追記。
（従前の②③は各③④とされた）

第29条①「勤労者は勤労条件向上のために，
自主的な団結権，団体交渉権及び団体行動
権を有する。」
②法律で認められた以外には，公務員の労
働三権は原則禁止に改訂。

1972年11月（改正なし） 第29条（①②は改正なし）
③「公務員，国家・地方自治体，国営企業，
公益事業等における団体行動権は法律によ
って制限されたり認められないことがある。」
（この項，追加）

1980年10月 第30条①雇用増進と適正賃金保障に努力する
と改訂。
③勤労条件の基準は人間の尊厳性を保障する
よう法律で定めると改訂。
⑤「国家有功者等の遺家族は法律が定めると
ころにより優先的に雇用機会を与えられる。」（こ
の項，追加）

第31条（①②は改正なし）
③「国家・地方自治体，国営企業，公益事
業等における団体行動権は法律によって制
限されたり認められないことがある。」（公
務員を削除：労働三権が認められる公務員
の団体行動権制限の撤廃）

勤労の権利・義務に関する条項 労働三権に関する条項

ママ
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するよう法律で定める。

④　女子の勤労は特別な保護を受け，雇用，

賃金及び勤労条件において不当な差別を受

けない。

⑤　年少者の勤労は特別な保護を受ける。

⑥　国家有功者，傷痍軍人及び戦没軍警の

遺家族は，法律が定めるところにより優先

的に勤労の機会を賦与される。

第33条①　勤労者は勤労条件の向上のため

に，自主的な団結権，団体交渉権，団体行

動権を有する。

②　公務員である勤労者は法律で定めた者

に限り，団結権，団体交渉権，団体行動権

を有する。

③　法律が定める主要防衛産業体に従事す

る勤労者の団体行動権は，法律が定めると

ころによりこれを制限したり又は認めない

ことがある。

次に主要労働４法（労働委員会法，労働組合法，

労働争議調整法及び勤労基準法）は，1953年３～

５月にかけて制定されたが，アメリカ軍政期（45

年８月～48年８月）に準備されるも，朝鮮戦争

勃発で延期されたものである。その後，1997

年３月にこれらを廃止して，新たに勤労基準法，

労働委員会法，労働組合・労働関係調整法（新

労働３法）のほか，勤労者参与及び協力増進に

関する法律へと抜本改正された［ユン・ウッキ

ョン 2006］。

より具体的な労働法制の展開は，表５の通り

である。

集団的労使関係の主要事項の変遷を整理した

ものが表６である。注意を喚起すると，軍事政

権時代（1961～79年），法令の実態乖離は通常

理解されるような形骸化だけでなく，大統領の

超法規的措置による法令の合法的無効化という

側面を合わせもっていた。そうした極度の統制

のもとでの非合法又は脱法的な労働争議・運動

は，文字通り，命がけになることも少なくなか

った。

集団的労使関係について集約すると，政府は

1950年代から80年代を通じて，労働団体の政

治勢力化は決して許さず，特に左派・急進的労

組を徹底的に排除し，他方で政府に協力的な労

組を，独自の政治勢力化は阻みながら包摂・保

護することで労働三権保障の形態だけは確保し

ようとしてきた。労組設立許可主義，産別から

企業別原則の強制，複数労組禁止，1980年の

第三者介入禁止規定など，いずれもこのスタン

スの具体的帰結である。

包摂・保護対象が韓国労総であったことは周

知の通りで，それに関連して，ノーワーク・ノ

ーペイ原則規定がありながら，実際は労組専従

者への賃金支払いが慣習化していた。1997年

からこの是正に取り組まれている。

さらに付言しておくと，1980年代以降，労

働統制が緩和されて労働三権の「現実化」が進

んだことは事実だが，同時に労使協調の経営風

土を根付かせようとする政策については研究者

の間でも注目度がやや低いようである。すなわ

ち1963年の労組法にあった労使協議会規定を

源流とする労使協議会法（1980年）が，97年３

月，勤労者参与及び協力増進法に発展解消され，

事業場単位の労使協議会の設置と3カ月ごとの

定例会合義務などはほぼそのまま踏襲したが，

従来の労使と公益の代表からなる中央労使委員

会（労働部長官所属）は，政府代表を加えた中

央労使政委員会（労働部長官が議長）に改組さ

れた。
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表５　労働関連法年表

1945.11.5 朝鮮労働組合全国評議会（全評）結成
1946.3.10 大韓独立促進労働組合総連盟（大韓労総）結成
1948.8 大韓民国憲法制定
1948 社会部(後，保健社会部)に労働局設置
1953.2.8 労働委員会法
　　3.8 労働組合法，労働争議調整法
　　5.10 勤労基準法
1954 都市産業宣教会結成
1961.5.16 軍事クーデターで労働組合解散
1961.8.30 韓国労働組合総連盟（韓国労総）結成
1961.12.30 生活保護法制定
1963.4.17 勤労者の日（５月1日）制定
1963.12.7 保健社会部・労働局を労働庁に改編
1967.1.16 職業訓練法制定
1967.3.30 職業安定法制定・施行
1970.1.1 外国人投資企業の労働組合及び労働争議調整に関す

る臨時措置法（86年廃止）
1970.11.13 全泰壱氏，焼身自殺
1973.3.13 労働関係4法改正
1974.12 職業訓練に関する特別措置法制定（75.1.1施行）
1979.8 YH貿易女性労働者，新民党本部に篭城
1980.12 労使協議会法
1981 労働庁を労働部に改編
1981.12.31 職業訓練基本法制定（82.1.1施行）
1984.3 韓国労働者福祉協議会結成
1986.12 国民年金法制定（88.1.1施行），最低賃金法制定
1987.12.4 男女雇用平等法制定（88.1.1施行）
1989.5 全国教員労働組合結成（1万5000人）
1990 障害者雇用促進等に関する法律
1990.1 民主（第2）労組ナショナルセンターとして全国労働

組合協議会（全労協）結成　
1991.12.31 高齢者雇用促進法制定
1993.12.27 雇用保険法制定（95.7.1施行），雇用政策基本法制定
1994.1.7 職業安定法全文改正（94.7.1施行）
1994.3.9 勤労者の日（５月1日）を有給休業化
1995.11.11 全国民主労働組合総連盟（民主労総）結成
1997.3.13 勤労基準法・労働委員会法・勤労者参与及び協力増

進に関する法律の抜本改正，労働組合及び労働関係調
整法新設（労働組合法と労働争議調整法を廃止）

1998.2.20 派遣勤労者保護等に関する法律制定（98.7.1施行），
賃金債権保障法制定（98.7.1施行）

1998.2.24 公務員職場協議会の設立に関する法律制定（99.1.1施
行）

1999.1.29 教員の労働組合設立及び運営等に関する法律（99.7.1
施行）

1999.5.24 労使政委員会の設置及び運営等に関する法律制定・
施行

2000.6.1 国民基礎生活保障法施行（生活保護法廃止）
2001.8.14 勤労者福祉基本法制定（02.1.1施行），男女雇用平等

法全文改正（01.11.1施行）
2004.3.5 青年失業解消特別法制定・施行（～08.12.31）
2004.12.31 勤労者職業能力開発法制定（05.6.1施行）
2005.1.27 公務員の労働組合設立及び運営等に関する法律制定

（06.1.28施行），勤労者退職給付保障法制定（05.12.施
行）

2005.11 期間制及び短時間勤労者保護等に関する法律案ほ
か，非正規労働保護関連改正法案，国会上程

1945～48　軍政期

第1共和国（1948～60）
朝鮮戦争（1950-53）

1960.4.19　学生革命
第2共和国（1961～62）
1961　外資導入法

第3共和国（1963～73）

1971.12.19（～1980）国家保衛に関す
る特別措置法
1973.1　重化学工業化宣言
第4共和国（維新体制：1973～79）
1979.10.26　朴大統領射殺
1980.5　光州事態
第5共和国（1981～87）

1987.6.29　民主化特別宣言
第6共和国（1987～現在）
盧泰愚大統領（88-93）
1988.6　国会・労働委員会設置

1990.11　民主労働党，結成
1991.9.10　国連加盟（南北同時）
1991.12.9　ILO加盟
金泳三大統領（文民政府：93-98）
1994.3　国会・労働委員会を労働環境
委員会に改編
1995.3　国会・労働環境委員会を環境
労働委員会に名称変更
1994.6　ILOから労働法改正勧告
1996.8　OECD加盟
1997.11　IMF通貨危機

金大中大統領（国民政府98-2003）

1998.1.18 労使政委員会発足
1998.2.6　労使政委「経済危機克服の
ための労使政共同宣言文」
2001.1　女性部，設置

盧武鉉大統領（参与政府：03-08）

2005.1　女性部を女性家族部に改編
2006.4　初の女性首相誕生

（出所）筆者作成。

労働関連法・組織等 政治・経済
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労使協議会の詳しい実態調査･報告は少ない

が，形式的に設置されて，苦情処理などで一定

の役割を果たすにとどまっているようである

［イ／イ 2005；イム 2006］。労働部・労使協力福

祉課では，「労使文化大賞」を設けたり，労使

協力の優秀・失敗事例をホームページでも公開

しており，モデルはトヨタに代表される日本で

ある（日本的経営再評価は久米［1998］参照）。

本節最後に，雇用政策・個別労使関係につい

てごく概略３点を述べておく。

まず雇用政策について。1960年代以降，都市・

民間工業部門の雇用吸収率が相当高かったが，

70年代半ばから技術・専門職などの人材難が

顕著化したため，企業規模，職種，学歴などに

よる労働市場の二重構造問題が深刻化した。そ

のため1980年代の雇用政策は，職業訓練など

人材高度化に焦点がおかれた。1990年代には，

産業構造の変化，高学歴化，ライフスタイルの

多様化のほか，ILO加盟によって労働条件の国

際水準化にも迫られたことから（注11），雇用保険

法［Yi and Lee 2005］，雇用政策基本法が制定さ

れ，職業安定法の全文改正，さらに40時間労

働の順次適用がなされた。

第２に，労働市場柔軟化と多様化を追認した

政策として，派遣労働・フレックス労働制・整

理解雇条項の導入や外国人労働許可制の導入（注

12）などがある［Ginsburg 2004］。

日本同様かそれ以上に，非正規労働者を中心

とする「新貧困層」あるいは「勤労貧困」の増

加による格差拡大・両極化が著しく［ナム／リ

ュ／チェ 2005；ヨほか 2005；チョン／キム／シン 

2006；チョン・ビョンユほか 2005；チョン・ジャ

ンホほか 2005など］，非正規労働者保護関連３

法案が2005年11月の臨時国会・環境労働委員

会に上程されたが，2006年２月27日の同委員

会で民主労働党を出し抜いた強行採決に対して，

民主労総がゼネストに入り，さらに４月の本会

議上程も民主労総と民労党の激しい抵抗で阻止

（出所）金裕盛（2001）などから作成。
（注）（1）1963年労働法第３条（労働組合の定義）但し書きで「既存の労働組合の正常的な運営を妨害すること

を目的とする場合」，87年法の第３条但し書き第5項で「対象者を同一とする場合」，労組とは認定されな
いとされた。

表６　集団的労使関係に関する主要事項

1953年
1963年

1971～80年

1973年

1974年
1980年12月

1987年11月
1997年3月

1999年7月
2006年1月

労働三権保障，労組の自由設立主義（申告制），企業別協約の強制
労組設立申告制度（実質は許可制，～97年），複数労組の実質禁止 (1)，産別労組規定の
新設，政治活動禁止，労使協議会設置根拠の新設
国家保衛法，維新憲法，労働庁例規第103号「国家非常事態下の団体交渉権等調停業務
処理要領」により，労組法・労争法の事実上機能中止
産別から企業別原則に転換，複数労組禁止明記（新設），労働争議斡旋を労働委員会か
ら行政官庁に移管
労使協議会の地位明確化と労働争議予防目的追加
第三者介入禁止条項新設（労組法第 12条の 2），労組設立・団体交渉権（企業別原則）
の制約強化，ユニオンショップ協定廃止，労使協議会法制定
複数労組禁止条項の強化 (1)

複数労組の原則容認，使用者による労組専従者への給与支払い・資金援助の禁止（該当
する場合は2002年 1月から適用）
教員の労働組合合法化
公務員の労働組合合法化
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された（注13）。５月１日（勤労者の日：メーデー）

のKBS1ラジオインタビューで李相洙労働部長

官が，年内制定に向けてなんとしても６月本会

議通過を目指したいが，他方，法制定や改正な

しに行政上できることはあるとも言及した（注14）。

この直後の５月31日の統一地方選で，与党は，

前年４月と10月の国会補選（それぞれ６議席，

４議席）の完敗に続く惨敗を喫し，2007年末の

大統領選挙，2008年４月の国家総選挙を控え

て盧武鉉政権の指導力と支持率がいっそう低下

したことから，非正規関連法案の2006年内の

成立は極めて困難な状態となった。そこで政府

は，８月に公共部門非正規職総合対策を発表し，

さらに９月５日の国務会議で，能力開発による

正規職への転換促進，職務・成果」中心の賃金

体系導入の拡大，公正な下請取引秩序の確立，

非自発的非正規職の社会安全網の強化を骨子と

する非正規職雇用改善総合対策を打ち出したほ

か，11月には，整理解雇への補償制度を新設

した勤労基準法改正案を国会に上程するなど，

不安定雇用・失業対策に尽力している。しかし，

ひとたび柔軟化された雇用形態は，すでに複雑

化を極めている上に，二大労総伯仲化と現政権

のレームダック化が，労使政３者合意による抜

本的政策の実施を望めそうにない状況にしてい

る。

第３に，退職金制度について。当初の勤労基

準法以来，勤務１年につき30日相当の退職金

支払いが義務付けられていた。しかし，大企業

などでしか実行されず，実行されても，終身雇

用が必ずしも定着していなかったため，事前分

割支払いが慣例化していた。1988年から国民

年金法が施行されても同規定が存続したのは，

退職金制度が老後所得保障になっていなかった

からでもある。賃金債権保障が独立法となった

ほか，2003年５月29日の労使政委員会（第26

回本会議）でも退職金問題が取り上げられたが，

この詳細は後日，解明したい。

Ⅳ　雇用変化に対応した社会保障改革

労働と福祉行政は，建国当初いずれも社会部

（1951年，保健部と統合して保健社会部）が所管し，

先述したように工業化始動期の63年に労働庁

が分離され，その後81年にようやく労働部に

昇格し現在に至っている。国会で労働委員会が

独立するのは労働大争議のさなかの1988年６

月で（注15），現在は環境政策とあわせた環境労働

委員会が所管している。福祉については，保健

社会部が1994年末に保健福祉部に改編され，

また女性労働・福祉については，2001年以来，

女性部（2005年から女性家族部）が所管している。

周知のように1990年代までの韓国の政策は，

経済成長と国防を主として，雇用・福祉は補完・

補足的な位置づけであったため，労働部・保健

社会部ともに予算も権限も，かつての経済企画

院などとは比較にならないほど小さかった。

雇用政策と密接に関わる社会保障改革は，

1970年代まで，産業災害補償保険法（63年），

医療保険の大企業強制加入制度（77年）など，

大企業優先型の保険にとどまり，過渡期の80

年代「上からの福祉政策」を代表するのが，「民

主化宣言」直前の最低賃金法と国民年金法（88

年施行）（ともに86年制定）であった。

1990年代に入って，ILO加盟を果たし，93

年末には雇用政策基本法，雇用保険法制定（施

行は95年７月），94年，職業安定法の全文改正

などが相次いだ。1996年末の激しい国会攻防
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の結果，97年３月，従来の労働４法が新たな

労働３法に抜本改正・統合された。不況のきざ

し濃厚な時とはいえ，中堅財閥・韓宝の倒産，

そして年末のIMF通貨危機までは予想される

ところではなかった。金大中政権（1998～2003

年）は，労使政委員会のもとで，経済危機克服

と財閥改革をワンセットとする経済改革に乗り

出した。

他方，生活保護水準に関する憲法裁判（1994

年）を契機に，社会保障基本法（95年制定・96

年施行），生活保護法改正（96年），金大中政権

による，普遍的公的扶助と自活・就労支援をセ

ットにした「生産的福祉」宣言（99年），国民

基礎生活保障法（99年制定，一部条文を除いて

2000年施行）など，市民運動を背景とする「下

からの」福祉パラダイムの大転換をみた［金早

雪 2005b，など］。

このように，1990年代の労働・福祉政策は，

波乱・激動の連続であったが，その脈絡は，次

のように整理できる。

まず，福祉パラダイムの大転換は，労働市場

の変化に応じたものというよりも，福祉政策の

貧困に起因し，市民運動と政党政治復活の潮流

に後押しされたものであった。しかし，公的扶

助の普遍主義原則でも自助・自活誘導を強める

側面もみられたほか，何よりも決して高福祉・

高負担を選択したわけではない。

第２に，新たな労働勢力・民主労総と，初の

労働者政党・民主労働党が出現したことで，労

働界の二分化・競合が先鋭化した。そのため，

IMF通貨・経済危機を契機に設置された労使

政委員会は形態こそコーポラティズムの一種な

がら，二分化された労働勢力はいっそうのこと

韓国の強大な資本・国家連合には及ぶべくもな

い［本宮 2001；ユ 2005］。

第３に，政府は工業化始動期から一貫して協

調的労使関係の形成に腐心し，近年では，労使

協議会法を「勤労者参与及び協力増進に関する

法律」（1997年）に強化したが，さらに勤労者

福祉基本法（2001年）を制定するなど，企業福

祉誘導にも乗り出している。

第４に，雇用安定政策では，人口構造・労働

市場の変化や市民社会化傾向を背景に，1990

年代に，高齢者，障害者，女性などの雇用促進

を図っているが，労働市場の柔軟化も含めて経

済自由主義を原則としている。そのため，失業

率の低下とともに，予算・政策も福祉から経済

にスライドさせるほか，短期の「公共勤労事業」

（失業対策）を縮小させ，職業訓練や創業支援

など長期的・積極的雇用政策に転じる［キム・

ソン 2005，555-563］としている。しかし，整理

解雇制度を始めとして，経済自由化と労働市場

柔軟化を基本とする以上，対処療法的雇用対策

が後追いし続ける可能性がある。

翻って金大中政府は，第１次社会保障基本計

画（1998～2003年）において，第１次的には社

会保険制度，第２次的に，勤労能力のない国民

を中心に普遍的公的扶助制度による最低生活保

障，第３として地域・民間資源と一部自己負担

による福祉サービスという３段階または３本柱

構想を示した。

「参与政府」を標榜する盧武鉉政権による第

２次計画（「参与福祉計画」：2004～2008年）は，

生産的福祉構想を踏襲して，経済成長と福祉拡

大の同時実現による「参与福祉社会」形成を標

榜した［参与福祉企画団 2004］。その福祉政策に

ついて，最低賃金・最低生計費が低すぎるなど

の左派からの批判もあれば，福祉志向を時代錯
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誤と攻撃する右派もある。また，労働政策では，

公務員に次いで教員の労組合法化などはなされ

たものの，非正規労働者保護立法が膠着化した

まま，2005年には各種政府調査で経済二極化

の深刻化が実証された。また，2005年の合計

特殊出生率1.08という世界最低値が速報された

が，男女共同参画（韓国では「ジェンダー主流化」

ともいう）と高齢化に対応した労働・経済構造

改革を含めて，「低出産・高齢社会基本法」が

2005年４月に制定された。

Ⅴ　調査と先行研究

韓国の経済活動人口調査で，「就業者」は，

①調査対象の週に収入目的で１時間以上働いた

者，②農家・自営業の収入を高めて，無給で週

18時間以上働いた者（家族従事者），③病気な

どによる一時休職者で構成され，他方，「失業者」

は調査対象の週にまったく仕事に従事しなかっ

た者（30日以内に新たな職場が決まっている就業

待機者も求職活動の有無にかかわらず含まれる）

である。満15歳以上人口のうち，就業者と失

業者が経済活動人口で，それ以外の家事専従者，

学生，働けない高齢者・障害者，自発的に慈善

事業・宗教団体に関わる者などが非経済活動人

口とされる。

労働統計調査は，５人以上を常時雇用する企

業から5700標本を抽出して毎月，調査され，

賃金構造基本調査では，５人以上企業から

5400標本について毎年７月を基準に実施され

ている。

これら労働統計は，途上国としては突出して

早くからよく整備されてきたとされるが，こと

政府の労働所管部署は，後掲の表５にあるよう

に，保健社会部（当時）労働局から，1963年に

労働庁として独立したが，部（省に相当）への

昇格は81年，国会・労働委員会の独立も88年（94

年から環境とあわせて現在は環境労働委員会）と，

経済・産業の発展に照らすと，かなり遅れてい

た。他方，経済政策立案に関わる経済企画院

（1994年に財務部に統合）やシンクタンク・韓国

開発研究院（71年設立）には，強い権限と莫大

な予算・定員を充てられたが，労働問題（争議）

は治安の対象とされ，政府サイドの労働問題研

究は，協調的労使関係政策の提唱や労働市場分

析のほか，経済成長にともなう貧困解消や雇用

保険導入の必要性なども経済政策の一環という

観点を強くしていた［朴ほか 1981］。

労働運動や組合活動の知的バックボーンとな

ったのは，宗教界［韓国基督教産業開発院 

1988］のほか韓国初の労働研究機関である高麗

大学労働問題研究所（1965年創設，初代所長は

金潤煥氏）であった。朴ノヘ（1992；1993）に

よると，第６代所長（78～79年）趙容範教授の

『後進国経済論』，『韓国経済論』が，労働夜学

のテキストにもされていたが，その趙教授は，

朴政権末期の79年に，治安当局により大学を

追われて一切の研究・執筆活動を禁じられた一

人である。

さて，労働部設立後，1988年に，韓国労働

研究院が，財団法人として認可を受け（初代院

長は「転換点」を検証した裵茂基・ソウル大学

教授），翌年，根拠法令が整って政府系機関と

なった。現在，労使関係研究部門と労働市場研

究部門のほか，ニューパラダイム・センターと

データ・センターを付設している。

同じく政府シンクタンクの韓国職業能力開発

院は，大統領諮問機関の教育改革委員会の提案
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により，生涯職業教育体系の構築・研究を目的

として1997年に設立され，自活支援や再就職

のための職業訓練プログラムの設計・調査など

にもあたっている。

先行研究に目を転じると，韓国の労働・経営

の本格的研究として，1990年代半ばまでは，

植民地期からの労働運動史研究の金潤煥

（1978），70年代労働運動実態に関する李丞玉

（1979），労使関係に焦点をあてた小林ほか

（1990），小林・川上（1991），大韓商工会議所（1988）

などがあげられる。1990 年代半ば，とくに

IMF危機（97年）以降，労働研究の厚みがいっ

そう増した。すなわち，労使関係では孫（1995），

労働法の変遷を丹念にフォローした金裕盛

（2001），判例・事例に富む宋（2001），労働者・

運動の実態に迫るクー（2004）や朴昌明（2004），

労働市場動態に関する横田（2000；2003），石崎

（2003），向山（2005），女子労働に関する明（2004），

梁京姫（2004，2005）などのほか，文字通り枚

挙にいとまがない。また財閥経営に焦点をあて

た高（2000），李泰王（2004）も経営・労働問題

に言及している。

韓国での権威主義体制の労働統制・運動につ

いての本格的研究は，崔（1988），Choi（1991），

コン（2000）などに始まるが，ユ（2005）は大

韓労総以来，近年までの労働組織・運動を詳細

に検証し，副題が示すように，運動における理

念過剰と運動内外の意思疎通の不足という韓国

労働運動の限界を鋭く指摘している。雇用政策

については，キム・ソン（2005）が，植民地時

代から最近までを通史的に詳述している。

1990年代後半以降は，福祉パラダイム転換

による「韓国型福祉国家」をめぐる論争が大々

的に展開された［金淵明 2006；武川・キム 

2005；武川・イ 2006など］。福祉パラダイム転換

がすぐさま韓国福祉国家論争に発展した理由は，

政府主導の経済・労働の構造調整は（新）自由

主義路線を，他方，狭義の福祉（公的扶助）は

市民団体主導による普遍主義路線を極めたから

である［木宮 2001；梁在振 2006］。そのため，

争点のひとつは，（新）自由主義か普遍主義か

という路線・性格に関わるものであった。もう

ひとつの争点は，福祉における国家責任・役割

の強弱・大小だが，これは裏返すとコーポラテ

ィズムの欠如ゆえの論争でもある。すなわち，

福祉改革は，参与連帯など独自政党を持たない

市民団体の一大政治勢力化によって，「民意」

が国政・法令に反映されるという新しい政治・

社会現象ではあったが，福祉に限定された上，

その福祉についても社会的合意形成システムの

確立には至らなかったからである。開発主義を

基調としつつ政府主導の福祉国家形成に着目す

る“Enabling State”［Mishra et al. 2004］や 

“Developmental Welfare State”［Kwon 2005］,

同様に,「第三の道」の影響を受けた金大中元

大統領の「生産的福祉」［大統領秘書室 2002］

が自由（資本主義）経済を前提とすることに注

目する“Productivist Welfare Capitalism”

［Holliday 2000］なども含めて，韓国の福祉政策

をめぐる論争は，今後もし労働組合の政治勢力

化が進めば，新たな論点に直面することは間違

いない。

さて，これらの研究成果からほぼ定説として

いいうることは，第１に，1980年代に入って

インフォーマルセクターの消滅には成功した反

面，財閥主導の経済成長の結果である，企業規

模，職種，学歴などによる労働市場の二重構造

は解消されなかった。1990年代とくにIMF危



（注１）横田（2003）は，非正規雇用に関する定義

と規模をめぐる論争を紹介しているほか，日本では短

時間パートが52.7パーセントであるのに対して，韓国

統計庁『経済活動人口調査付加調査』（2000年８月）

によると，非正規職（758万人）には臨時労働（長期

間臨時労働と契約労働に分かれる），パートタイマー

（日本の短期間パートに相当），派遣労働，呼び出し労

働（日や週単位の雇用で統計庁では日々雇用としてい

る），独立請負労働（事務所等を持たず運送などの業

務を出来高で提供），用役労働（用役業体の指揮下に

あって契約先の事業場で労働提供する），および家内

労働があるが，そのうち長期臨時が約500万人（非正

規職の66.0パーセント）も占めていることなどが指摘

されている。また，イ・ホグン（2005，317）に引用・

掲載されている韓国労働研究院（2002, 19）によると，

総数136万人（うち単純労務従事者52万人，事務従事

者と販売従事者がともに16万9000人など）の形態別

内訳は，時間制18.パーセント，短期契約25.0パーセ

ント，日雇い勤労26.8パーセント，臨時代替1.0パー

セント，用役勤労16.0パーセント，派遣勤労3.7パー

セント，在宅勤労0.3パーセント，独立請負9.0パーセ

ントとされている。　

（注２）労働部は2005年10月26日，統計庁・調査

結果をもとに，非正規雇用は前年の540万人から503

万人へと37万人減少したと発表したが，即日，社団

法人・韓国労働社会研究所（1986年創設の韓国労働

教育協会を母体に95年創設）が同じ資料を分析した

ところ39万人の増加になると指摘した。翌日，労働

部長官が，資料編さん過程でミスがあり，９万人の増

加（表２：548万3000人）であったと謝罪・訂正した

（540＋９＝549となるのは概数のため）。非正規職関

連法案の上程に関連した「陰謀」ではないかという疑

問について，労働部は強く否定した（『朝鮮日報』

2005年10月28日）。

（注３）「次上位階層」とは，基礎生活保障の対象者

ではないが，所得が受給基準（最低生計費）の100～

120（2007年から130）パーセント以下の階層で，自

活保護の対象となる［金早雪 2005ｂ］。

（注４）全泰壱記念館建立委員会（1983）。清渓被服

工場団地は，九老工業団地と並ぶソウル市内の中小輸

出企業地域であった。埋め立てられた清渓川が高速道

路ランプまで撤去して修復され，2005年11月，この

再生緑地公園に全泰壱記念銅像が建立された。

（注５）残り974組合（15.6パーセント），16万人（３

パーセント）は上部非加盟。傘下組合の平均規模は，

韓国労総210人，民主労総506人，未加盟46人である。

なお組合員規模別構造は，49人以下が数では50.3パ

ーセントだが人数は3.6パーセントで，1000人以上が

数は2.7パーセント，人数では61.7パーセント，その

うち5000人以上だけで0.5パーセント，44.0パーセン

トである［労働部b 2005年版，394］。なお民主労総

については，運輸労報（1988）のほか，同ホームペー

ジも参照のこと。

（注６）教員労組（1999年解禁）同様，公務員も，
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機以降になると，政治的（構造調整など），経済

的（高失業，非正規労働の増加など），社会的（高

学歴化，少子高齢化，「ジェンダー主流化」など）

諸要因が絡み合って，労働市場の柔軟化・多様

化が著しい［韓国経営者総協会 2003；Lee 2004；

Martin et al. 2004］。

第２に1970年代をピークとする労働弾圧政

治は，80年代前半の過渡期を経て，87年から

の民主化以降，急速に溶解し，OECD，ILO，

国連加盟とあいまって，少なくとも労働法令の

民主化が進み［Kim 2004，OECD 2000，Shin 

2003］，現実との甚だしい乖離が解消されたと

いう意味で「現実化」された。

第３に，先進国化段階に入った1990年代以降，

新たな左派労働勢力が台頭するなかで，政府の

協調的労使関係や企業福祉誘導も強まっている。

福祉と労働をトータルに捉えるには，労働基準

法の退職金制度と国民年金との関係や，国民基

礎生活保障法における「次上位階層」への自活

誘導（ワークフェア）などの考察を要するであ

ろう。



団結権は無条件，団体交渉権は制限つきで認められ，

団体行動権は認められていない。韓国史上第１号「ソ

ウル特別市公務員労働組合」などに設立申告証が交付

された。申請せず申告証交付を受けない団体は，労組

と認めない方針でもある。

（注７）朴氏の論稿の出典は不詳。以下の労働界問

題は，同紙ほか各新聞情報（ホームページ含む）によ

る。なお，「王子病」とは，甘やかされたわがまま娘

を「コンジュ（お姫様）病」といった流行語をもじっ

たもの。

（注８）韓国労総は予算30億ウォンに対して月額組

合費は300ウォン（年間収入18億ウォン），民主労総

は予算額不詳，同1000ウォン（同50億ウォン）で，

財政基盤が弱く，またこうした国庫補助は先進各国に

もみられることだというむきもある。ちなみにコーラ

１本が1000ウォン程度である。

（注９）日本の例でも，１国１労組（ナショナルセ

ンター）体制は，全国レベルで政治・経済に影響力を

もつ反面，労働運動の原点である現場の自主性や主導

権が奪われ，労働組織・運動の形骸化，内的弱体化を

来たすジレンマがあるという。──下田平裕身・信州

大学名誉教授から助言頂いた。感謝を記しておきたい。

（注10）大韓商工会議所は，「商工会議所法」に依

拠する特殊法人で，沿革は1884年の漢城商工会議所

にまで遡り，1948年から現在の名称となった。全国

各地の71商工会議所を正会員として，売上げ税一定

額以上の商工業者は加入が義務付けられていて（2002

年の法改正で2006年12月廃止），4万5000人・社の個

人・法人会員を有する。

韓国貿易協会は，1946年に，105の貿易業者で設立

され，現在６万6000社が加盟している。海外マーケ

ット情報の提供，貿易基金により中小貿易業者への融

資などの支援事業を主とするが，貿易研究所にFTA

研究チームなどをおくほか，戦略物資貿易情報センタ

ーなどの付設機関がある。海外支部は，1948年の東京，

次いで67年にニューヨークのほか，北京，上海，ワ

シントン，ブラジル，シンガポールの７カ所に設置さ

れていて，72年より世界貿易センター協会（WTCA）

に加盟している。

中小企業中央会は，中小企業組合法（1961年）に

より，62年，中小企業組合中央会として発足し，

2006年８月に現名称に変更された。1984年に中小企

業共済基金，94年に外国人研修協力団，97年に中小

企業人力開発院を設立し，現在，13都市に「地会」（地

方支部）があり，中小商工業に関わる各種政策情報の

提供のほか，青少年就業斡旋なども行っている。

（注11）ユン・ウッキョン（2006，122-124）による

と，韓国は，2004年末現在，ILO協約185件中，批准

したのは，122号（雇用政策），150号（労働行政），

160号（労働統計）など20件である。

（注12）外国人労働は，従来，出入国管理法によっ

て専門職（ＩＴは2000年から）のほか，外資系での

研修制度（1991年11月），産業研修制度（2002年８月）

におかれていたが，2004年７月から独立法によるこ

ととなった。１年更新３年期限，勤労条件，４種社会

保険などが内国民同等に適用される。

（注13）非正規保護関連法案とは，「期間制及び短

時間勤労者保護等に関する法律」案と，派遣勤労者保

護法改正案と労働委員会法改正案からなる。これら制

定・改正のポイントは，派遣，期間制，短時間のすべ

てについて差別禁止条項がおかれる反面，期間制は１

年，派遣には２年の年限が設けられ，それぞれの年数

を超えた場合は常勤とみなすとした点である。労働サ

イドは一定期間で解雇されることに，他方の経営サイ

ドは１日，１週間でも延長勤務すると常勤扱いとなる

ことにそれぞれ反発している。

（注14）午後１時10分から同30分に放送。音声と

テキストは，KBS１ラジオのホームページに掲載さ

れている（2006年５月７日アクセス）。

（注15）1988年６月21日，国会・労働委員会が初会

合を開いたが，野党・平和民主党から李相洙委員（現，

労働部長官），同・統一民主党から盧武鉉委員（現，

大統領）が任命されている。
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